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2 C@ 8 科学技術政策研究所の 慨 要 

鈴木 和夫 

( 科学技術庁 神字技術政策研究所 ) 

1 . 設立の背景 

昭和 63 年 7 月 1 日、 科学技術庁に 科学技術政策研究所が 設立された。 本研究所 

は 、 従来の資源調査所を 廃止して設立されたもので、 科学技術政策に 関する基本 
的諸問題について 理誼的 ・体系的に調査、 分析、 研究を幅広く 進め、 政策の企画 

・立案等に資することを 目的としている。 

本研究所設立の 直接の動機は、 臨時行政改革推進審議会の 告 申 ( 昭和 60 年 7 月 

) において、 科学技術会議 ( 議長 内閣総理大臣 ) の機能強化の 一環として、 「 
神字技術政策における 研究・分析の 機能を担 う シンククンク 的 粗描 を 科学技術庁 
の蛆 俺の範囲において 検討する」 ことが提言されたことによる。 このような答申 
が出された背景には、 今日、 科学技術は社会経済発展の 基盤であ り、 豊かな社会 
の 創造、 国民生活の向上を 図っていく上で 重要な役刮を 果たすのみならず、 我が 
国が国防的に 貢献をしていくためにも 重要であ るとの認識の 高 まりがあ るものと 
思われる。 即ち、 国際経済社会の 持続的な発展にとって 科学技術の進歩が 不可欠 

であ って、 創造的な基礎研究等科学技術の 発展を図ることが 重要であ るとの認識 
が 高まる一方、 生命倫理等科学技術が 人間・社会へ 与えるインバク ト の増大、 先 

下村 宇 技術をめぐる 競争の激化、 知的所有権 保護にみられるような 秤竿技術をと 

け まく国際現境の 変化の中で、 我が国の科学技術政策の 方向を従来のキャッチ ア 
ブ 型から 国捺硅 をもった新しいものへと 転換することが 要 暗されていると い え よ 
  
このような期待に 方えて科学技術を 円滑かつ的確に 振興していくためには、 そ 

の政策の企画・ 立案に当たり、 科学技術活動に 関する基礎的デ ークを 総合的・ 体 

系 的に収集するとともに、 それもを踏まえて 理桔的 ・実証的に諸問題の 解明や対 
応策 は ついて調査研究を 行 う こと、 即ち科学技術政策研究に 積 臣 的に取り 租 むこ 
とが不可欠となっている。 又 、 この政策研究を 進めるに当たっては、 日常の行政 

実務から一歩離れてあ る程度客観的な 立場から長期的、 俺 俺 的に取り 阻 むことが 

必要であ り 行政庁内局よりも 研究所 甘描 とすることが 適当とされたものであ る。 

2 . 蛆ぬ ・運営 

神字技術政策研究は、 社会・経済 現 簗なども含んだ 科学技術をめぐる 諸現象を 

総合的に扱 う ものであ り   研究対象、 研究手法とも 億 めて 広憶 多岐な領域にまた 
かっている。 そこで研究を 進めるに当たっては、 国捺佳 及 び 学際世を重視した 広 

い 視野に立ちつつ、 時代やれ会の 要請に応じ、 適切かつ機動的な 研究活動の展開 
を 図っていく必要があ る。 このため、 本研究所では、 「柔軟かっ村覚的に 沸かれ 
た 研究体制」 を運営の基本としている。 
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本研究所の内部粗描は 図一Ⅰに示すと 
おり [ 昭和 63 年度末定員 46 名、 予覚 頼 

2. 5 便 円 ( 9 ケ月予算 ) ] であ るが、 必 

要に応じて適宜研究テーマをシフ ト して 

いけるよ う 、 グルーブ卸を 採用し、 研究 

に 当たって柔軟性、 流動性を確保できる 
よ う にしている。 また、 研究所運営につ 
いて大所高所かものご 意見をいただくた 

め、 複数の顧問をおく とともに、 客員 研 

免官制度を設け、 大字や民間シンククン 
ク、 産業界等、 外部専門家のご 協力を得 
て研究を進めうる 体制としている。 

本研究所には 現在 6 グルーブを置いて 
いるが、 まず 第 1 、 第 2 の二つの研究 グ 

ルーブは、 調査研究の基盤となる 基礎的 
・理論的な研究を 行 う 。 これものグルー 

ブには研究職を 配置し、 より専門的な 見 

地かわ、 計量・分析ツールの 開発、 理論 
・予測モデルの 構築、 基礎的デ ークの収 

[63 年度未定見 : 46 名 ] 
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Ⅱ第 2 研究グループ J(4 人 ) 

Ⅰ第 1 調査研究グループ l (5 人 ) 

第 2 調査研究グループ (4 人 ) 

Ⅱ第 3 調査研究グループ l (4 人 ) 

Ⅱ第 4 調査研究グループ l (5 人 ) 

図一 l 科学技術政策研究所の 内部組 牡 
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又 、 調査研究活動の 的確かっ効率的な 推進を図るため、 情報処理システムを 整 
偏し、 神字技術政策に 関遠した諸情報のデ ーク ベ - ス化を進めるとともに、 デ一 

クの 分析・加工のためのソフトウェアの 開発を進めることとしている。 
又 、 本研究所は、 国内外の諸機関との 交流を杖 臣 的に進めることとしており、 
現在、 米 N S F やハーバード 大字、 英サセックス 大字 S P R U 、 西独フラウンホ 

一 ファ協会 I S I 、 0 E C D 等と研究者交流や 共同研究を行 う べく革偏を進めて 
い るところであ る。 さらに、 本研究所における 研究成果の公開・ 普及や新たな 研 
究 課題の探索・ 問題点の整理などのために、 各種セミナ - 、 ワ 一 クショップ 、 コ 

ンファレンス 等の開催を計画している。 

3 . 当面の調査研究の 進め方 

今日、 我が国は、 その経済力の 向上に伴い、 あ らゆる分野において 国際的地位 
にふさわし い 役割分担とそれに 向けての構造転換が 求められており、 「世界とと 
もに生きる日本」 という視点を 基調とした政策展開が 必要となっている。 

特に、 科学技術については、 世界経済の持 親 的な発展にとってその 進歩が不可 
大 であ るという 謁 鼓の高まりとともに、 科学技術活動の 中心が米国主柚から 日米 

欧 へと 多柚 化しつつあ る中で、 国捺 協力・協調が 深化する一方、 研究開発の成果 
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以上のように、 我が国は、 2 1 世紀に向かっての 大きな転換期を 迎えており、 
国際的な地位向上と 相まって我が 国の存立基盤を 確実なものとしていくため、 科 

手技術政策においては、 従来の欧米先進国に 対するキャッチアップ 型からモデル 
なき時代へ対応していくための 新たな政策の 創造～ 。 政策イノベーション ， 一を 
目指しっ っ 、 国捺 関係に十分配 臆 した適時的確な 政策展開を図って い く必要があ 
る 。 

本研究所は、 このような基本語識の 下、 。 政策 イ / ベーシ s ン ・ 等に資するた 
め 、 科学技術会議をはじめとする 関係機関と密接な 連携を図りつつ、 神字技術活 

動及びそれに 係わる諸政策に 関する基礎的調査研究を 多角的かつ 撫合 的に推進す 

ることとし、 当面、 次のような調査研究を 進めることしている。 

(  -  ) 基礎的・基盤的な 調査研究 
国捺 的な視野に立った 政策 イ / ベーショ ン 0 基礎となる理神を 確立する 
ための調査研究 

ィ ． 科学技術活動の 動態的な分析 
ロ ． 科学技術活動構造の 分析 

(@ ii@ ) 当面の政策課題のための 調査研究 

現在、 政策上の重要課題となっている   以下の諸事項に 関する調査研究 
イ ・ 基礎研究を中心とした 研究萌発構造への 転換という視点からの、 研究人材 
をはじめとした 研究基盤のあ り方の分析 

ロ ・ 科学技術の入間・ 社会へのインバク ト と国民臣一 ズの 変化という視点から 

の 、 科学技術の動向の 総合的分析 
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" . 科学技術における 国際協力の積 栢的 展開という視点からの、 科学技術の 
国捺 展開上の諸問題の 分析 

ニ ． 神字技術と資源利用の 係わりという 視点からの、 先靖 技術の発展と 資源 
利用への 形 各等に関する 分析 

4 . 昭和 6 3 年度調査研究テーマ 

    特 別 研 究 

( 1 ) 神字技術 指 楳の開発に関する 研究 
(  2  ) 研究開発プロジェクトの 技術波及効果等に 関する研究 
(  3  ) 創造的な科学技術人材の 資質開発展開プロバラムの 萌発に関する 調査 
研究 

(  4  ) 科学技術動向の 総合的分析に 関する調査研究 
(  5  ) 科学技術上の 国際摩擦に関する 調査研究 
(  6  ) 先 埼的科 早技術の発展が 資源利用に与える 形各 に関する調査 

2 . 経 常 研 究 等 

( 1 ) 科学技術活動の 構造及 び 動態に関する 調査研究 
0 国家プロバラムの 動学的研究 
0 粗描間の共同研究に 関する研究 
0 研究開発活動の 構造的特徴に 関する日米比 披 共同研究 * 1 

( 2 ) 科 手技術活動の 基盤等に関する 調査研究 

0 研究開発基盤整備のための 諸施策に関する 調査研究 
0 我が国の科学技術政策の 史的展開に関する 研究 

( 3 ) 科学技術の動向及び 経済・社会との 係 わりに関する 謂査 研究 
0 ソフト 禾 科学技術の研究開発の 現状及び 今 彼の展開方向に 関する調査 *2 
0 地域における 科学技術振興に 関する基礎調査 米 ， 

0 人間及び社会と 神学技術政策のあ り方に M する研究 
0 科手技術開発動向の 分析、 神字技術の先 舛的 開発動向に関する 調査研究 

( 4 ) 科学技術の国 捺 展開に関する 調査研究 
0 科学技術における 国 捺 協力の円滑な 推進に関する 調査研究 

( 5 ) 科学技術と資源利用に 係わる諸問題に 関する調査研究 
0 資源利用構造の 中長期的展望と 地球環境等に 関する調査研究 
0 価値観の変化等に 伴 6 国土資源等のあ り方と科学技術の 活用に関する 
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調査研究 

  

  

  

[ 注 ] 
        科 学 技術振興調整 荻 個別重要国際共同研究 ( 昭和 63 年度一 
    科学技術政策基礎調査 ( 昭和 62 年度～ 
      ( 昭和 63 年度～ 

  

一 67 一 


